第34集の発刊に寄せて by 廣石 忠司
第34集の発刊に寄せて
一昨年のいわゆるリーマン･ショックに端を発した世界同時不況は,平成
22年を迎えるとともに株価も一部回復の気配をみせている｡しかし雇用に目
を転じれば,アメリカの失業率は依然として高水準であり,日本でも非正規従
業員のみならず正社員のスリム化が一層進んでいる｡大学4年生の就職状況の
悪化,希望退職の募集など従業員数の抑制策がマスコミの題材に取り上げられ
るのは珍しくない｡
このような事態に対して経営学はどのように対応すべきなのだろうか｡需要
の喚起･市場の拡大･新技術の開発などと論じることは可能であるが,果たし
て企業にとって,経営者にとって現実的な処方篭たり得るのか,今一度振り
返ってみることは重要なポイントであろう｡幸いにして経営研究所は経営学部
のスタッフのみならず,他学部のスタッフも入所可能なハイブリッドな組織で
ある｡専修大学の｢社会知性｣の総合力を発揮するためにも,かかる利点を生
かして多様な側面から企業や組織の経営の問題点を追求することが可能であ
り,また実行しなければならない｡
こうした研究面の一層の促進を図るため,平成21年度は研究助成制度の改
編を行った｡個人研究助成と｢大型｣ (というには予算上の制約があるが)グ
ループ研究助成の2制度とし,他学部のスタッフともある程度の規模の共同研
究ができる体制作りを目指したものである｡現在,経営学部スタッフの研究活
動が低迷しているのではないかとの指摘も聞こえてきているが,そのような指
摘が根拠なきものと一蹴できるような風土作りを今後も継続する予定である｡
その一環として後期の研究会活動は斎藤憲所員をチーフとする特別プロジェ
クトによる｢尊大OB経営者によるキャリアヒストリーの聞き取り｣を中心と
して展開し,現場の問題意識とわれわれ研究者の問題意識のすりあわせを試
み,研究上いくつものヒントが得られたところである｡たとえば高千穂交易の
山村会長のプレゼンテーションからは,労使交渉の実際,そして労使の和解
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後,会社が閉鎖した工場を解雇した従業員が買い取って独立した企業として経
営を行い,現在では会社の有力なパートナーとなっているなど,筆者の専門分
野の一つである労使関係論からも注目される実態を聞くことができた｡今後は
このような交流を通じて｢尊大ならでは｣の産学共同研究も可能になるであろ
う｡
さて,本号では田口冬樹所員｢小売企業のPB商品開発の現状と課題｣,蘇
藤雄志所員｢可視化における構造表現｣,一ノ宮士郎所員｢利質分析の実務に
おける利用実態｣,佐々木浩二所員｢企業金融の理論一多様な証券,公募と私
寡-｣,横井通晴参与｢ステークホルダー理論からみたステークホルダーの特
定-コーポレート･レピュテーションにおけるステークホルダー｣という充実
した5本の論文を掲載することができた｡内容としても,会計,情報,経済,
商学と各分野にわたり,当研究所所員の多様な研究活動が理解いただけること
と思う｡
最後に年報担当の失揮清明所員,小沢一郎所員,庶務を担当いただいた矢野
道子さん,高坂暁子さん,そして数々の無理を聞いていただいた白桃書房の大
矢社長に深甚な謝意を表したい｡
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